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現　場　説　明　書 

 

 

１　工 事 名　　教7-13末吉小学校校舎改築電気設備工事 

 

２　工事場所　　曽於市 末吉町 上町　地内 

 

３　工 期　　630日間 

 

４　基本的事項 

(1) 本工事は曽於市工事請負契約約款、設計図、特記仕様書、本書、公共住宅建設工事共通仕様

書、国土交通省大臣官房営繕部監修で最新版の公共建築（改修）工事標準仕様書（建築工事編）、

同（電気設備工事編）、同（機械設備工事編）、公共建築木造工事標準仕様書及び建築物解体

工事共通仕様書・同解説を適用する。 

(2) 本書に規定する以外の事項は、その他関係法令、条例、規則等によるものとする。 

(3) 工事実施上必要な官公署等への手続は遅滞なく行い、それに要する費用一切は受注者負担と

する。また、関係官公署、その他の者に対して交渉を必要とするとき、又は、交渉を受けたと

きは、遅滞なくその旨を監督職員に申し出て協議するものとする。これらに要する費用は、す

べて受注者の負担とする。 

(4) 設計書及び設計図書等に明記されていないもの、交互符合しないもの、又は疑義が生じた場

合は、速やかに監督職員と協議して定めるものとする。ただし、これらの場合、工事上当然必

要と認められる軽微なものについては、受注者の負担とする。なお、工法、機械、あるいは材

料等が第三者の所有する特許権に抵触する場合は、その使用に関して必要な手続を受注者の責

任と負担により行うこと。万一、これを侵害した場合は、受注者の責任でこれを解決しなけれ

ばならない。 

(5) 受注者は工事着手に先立ち、現地の状況、関連工事、その他について綿密な調査を行い、十

分実情把握のうえ、施工をしなければならない。 

(6) 本工事の一部が下請によって施工される場合、元請は優良な下請を選定し、施工技術の向上、

雇用管理、労働安全管理等の措置について、適切な指導助言、その他の援助を行うこと。なお、

受注者は原則として本工事の入札に参加した者（以下「同一工事入札参加者」という。）を下請

業者として選定することはできない。やむを得ず同一工事入札参加者を下請に選定したい場合

は事前に監督職員と協議を行うこと。 

(6) 工事用の動力及び用水その他必要な仮設物については、受注者の負担とする。 

(7) 受注者は、工程、設計、施工及び検査等の打合せ会議に出席しなければならない。 

 

５　現場の保安管理及び現場事務所等 

(1) 受注者は工事現場内又は、現場付近に現場事務所を設置する場合、事前に監督職員の承諾を

受けなければならない。なお、本工事においては監理事務所を併設するものとする。 

(2) 事務所内には、本工事の概要、実施工程表、組織表、天気図、その他必要事項を一目で理解

できるよう作成し、掲示すること。 

(3) 工事現場の管理は、労働基準法、労働安全衛生法、その他関係法令に従って適当な施設とし、

火災、盗難、その他事故防止に注意しなければならない。また工事施工場所を明示する標識及

び現場の安全維持に必要なすべての設備を設けなければならない。 
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(4) 作業場排水等の場外流出について、期間中に発生する工事用排水、清掃水などは場外に濁水

のままで直接排出させてはならない。不測の事態により、場外排出が発生の場合、受注者は迅

速に対策を行い監督職員に報告しなければならない。 

(5) 台風、豪雨等風水害に対する万全の措置を講じなければならない。 

(6) 受注者は、工事施工のため交通を禁止あるいは規制する必要があるときは、関係官公署と十

分協議し、事故防止に万全を期さなければならない。 

(7) 資材等の運搬に当たり、工事用資材等の運搬は積載超過の無いように注意すること。 

(8) 資材等の運搬が運送契約により行う場合は、正規の運転免許を受けた者の車両に限り使用す

ること。 
(9) 大型重機・ダンプ等が出入りする場合は、交通誘導員を必ず配置し、十分安全を確認するこ

と。 

(10) 工事進入路については、監督職員と十分協議のうえ、範囲決定すること。また、工事期間中、

周辺道路には工事関係者の車を一切駐車してはならない。現場敷地内に駐車スペースを確保し

て駐車すること。又は、近隣に専用の駐車場を確保すること。 

(11) 受注者は、現場周辺の整理・清掃を週最低一回は行うこと。また、土砂が道路等に堆積した

場合は、すみやかに取り除き、散水するなどの掃除を行うこと。 

 

６　相隣関係 

(1) 本工事の工事着工前に現場周辺地域の事前調査・説明を必ず行い、家屋・構造物等の施設に

ついてはひび割れ等について現況写真をわかりやすいように細かく撮影し、書類として２部作

成し、１部を監督職員に提出すること。（必ず実施すること。） 

(2) 工事に関し場内での人、道路、建造物等に損傷を与えた場合、その他すべての相隣関係は受

注者が責任を持って直ちに処理解決すること。また、それに要する費用一切は受注者負担とす

る。 

(3) 工事途中において、工事内容により大きな振動・騒音等がやむを得ず起こることが予想され

る場合は、事前に周辺住民に説明を行うこと。 

(4) 受注者は、現場周辺の安全・衛生・保全に努め、住民とのトラブルがあった場合には迅速に

解決すること。 

(5) 受注者は、現場周辺道路を通行する際は地元車両を優先させること。 

(6) 周辺住民への広報として、週間工程・月間工程や当日の作業内容について住民が見やすい場

所に掲示を行うこと。 

 

７　県産品又は市産品の優先使用及び市内業者の活用について 

(1) 本工事に使用する資材等が県内又は市内で産出又は製造され、その規格、品質、価格等が適

正である場合は、これを優先して使用するものとする。 

(2) 県産品又は市内産の使用資材について、その旨の資材使用状況報告書を毎月提出すること。 

(3) 工事の適正な施工を確保するため、下請契約を締結しようとするときは、建設産業における

生産システム合理化指針を遵守し、下請負人の適正な選定、下請代金支払等の適正な履行、下

請における雇用管理等への指導を行い元請・下請関係の合理化に努めなければならない。 

(4) 下請の選定等に当たっては、地場産業の活用、育成の立場から、本工事の請負金額の30％以

上をできるだけ地元の専門業者及び労務者の雇用促進並びに資材の使用に努めること。 
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８　建設業退職金共済制度について 

(1) 建退共制度の発注者用掛金収納書を本契約日に発注者に提出することとし、当該建設現場に

「建設業退職金共済制度適用事業主工事現場」の標識を提示すること。 

(2) 未加入下請業者に対して加入を指導すること。未加入下請け事業者（二次以下の下請け業者

含む）に対する加入を指導するものとする。（請負金額500万以上の工事） 

(3) 建設労災補償共済については建設労災補償制度への加入証明書等を発注者に提出すること。 

 

９　工事保険等 

(1) 火災保険、組立保険、賠償責任保険、その他の保険に加入することとし、保険期間は、工事

着工日から工事目的物引渡し予定日（原則として、工期終了の日から14日）とする。 

 

10　技術者の適正な配置について 

(1) 請け負った建設工事を施工する場合には、請負金額の大小、元請、下請に関わらず、主任技

術者を配置すること。 

(2) 発注者から直接工事を請け負い（元請）、そのうち5,000万円以上（建築一式工事の場合は8,000

万円）を下請契約して施工する場合は、主任技術者に代えて監理技術者を配置すること。 

(3) 工事１件の請負金額が4,500万円（建築工事の場合は9,000万円）以上のものについては、専

任の主任技術者又は監理技術者（以下「監理技術者等」という。）を配置すること。ただし、

次に掲げる監理技術者等についてはこの限りでない。 

ア 次に掲げる要件のいずれにも該当する場合の監理技術者等（専任特例１号） 

(ｱ) 各建設工事の請負金額が１億円（建築一式工事の場合は２億円）未満であること 

(ｲ) 同一の監理技術者等を置く工事現場の数が２以下であること 

(ｳ) 監理技術者等を置こうとする建設工事の工事現場間の距離が１日で巡回可能であり、か

つ、工事現場間の移動時間がおおむね２時間以内であること 

(ｴ) 監理技術者等を置こうとする建設業者に連なる下請次数が３次以内であること 

(ｵ) 監理技術者等との連絡その他必要な措置を講ずるための者を各工事現場に配置すること 

(土木一式又は建築一式工事の場合は、当該工事に関する実務経験を１年以上有する者) 

(ｶ) 各工事現場の施工体制を監理技術者等が情報通信技術を利用する方法により確認するた

めの措置を講じていること 

(ｷ) 当該建設工事を請け負った建設業者が人員の配置を示す計画書を作成し、各工事現場に

備え置き保存すること 

(ｸ) 監理技術者等が当該工事現場以外の場所から当該工事現場の状況を確認するために必要

な映像及び音声の送受信が可能な情報通信機器が設置され、かつ、当該機器を用いた通信

を利用することが可能な環境が確保されていること 

イ 次に掲げる要件のいずれにも該当する場合の監理技術者（専任特例２号） 

(ｱ) 建設業法第26条第３項第２号に規定する監理技術者の職務を補佐する者（以下「監理技

術者補佐」という。）を専任で配置すること 

(ｲ) 監理技術者補佐は、配置する建設工事の工種に応じた主任技術者に該当する者で、かつ、

当該工種に応じた一級施工管理技士の一次検定に合格した者又は配置する建設工事の工種

に応じた監理技術者に該当する者であること。ただし、建設工事の工種が、機械器具設置

工事、さく井工事、消防施設工事又は清掃施設工事の場合の資格要件は後段の資格を有す

る者に限る 

(ｳ) 監理技術者補佐は当該建設工事を請け負った建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係に

ある者であること 

(ｴ) 同一の監理技術者を置く工事現場の数が２以下であること 
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(ｵ) 同一の監理技術者を置く工事現場が、曽於市内にあること又は工事現場の相互の間隔が

おおむね10km以内であること 

(ｶ) 兼務する監理技術者は、工事内容、工事規模及び施工体制等を考慮し、主要な会議への

参加、現場の巡回及び主要な工程の立会い等の職務を適正に遂行すること 

(ｷ) 兼務する監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡がとれる体制であること 

(ｸ) 監理技術者補佐が担う業務等について、書面（施行計画書等）により明らかにすること 

(ｹ) 当該建設工事が低入札価格調査の対象工事でないこと 

(ｺ) 建設工事共同企業体により入札に参加又は工事を施工している者でないこと 

(4) 受注者は、専任の監理技術者等の配置が求められる建設工事において、次に掲げる要件のい

ずれにも該当する場合、その営業所の営業所技術者又は特定営業所技術者（以下「営業所技術

者等」という。）について、営業所技術者は主任技術者の職務を、特定営業所技術者は監理技

術者等の職務を兼ねることができる。 

ア 当該営業所において締結された工事であること 

イ 当該建設工事の請負金額が１億円（建築一式工事の場合は２億円）未満であること 

ウ 営業所技術者等が兼任する工事現場の数が１を超えないこと。 

エ 営業所技術者等を置こうとする営業所と工事現場間の距離が１日で巡回可能であり、かつ、

営業所と工事現場間の移動時間がおおむね２時間以内であること 

オ 営業所技術者等を置こうとする建設業者に連なる下請次数が３次以内であること 

カ 営業所技術者等との連絡その他必要な措置を講ずるための者を当該建設工事に係る請負契

約を締結した営業所及び当該建設工事に配置すること 

(土木一式又は建築一式工事の場合は、当該工事に関する実務経験を１年以上有する者) 

キ 当該工事現場の施工体制を営業所技術者等が情報通信技術を利用する方法により確認する

ための措置を講じていること 

ク 当該建設工事を請け負った建設業者が人員の配置を示す計画書を作成し、各工事現場に備え

置き保存すること 

ケ 営業所技術者等が営業所から当該工事現場の状況を確認するために必要な映像及び音声の

送受信が可能な情報通信機器が設置され、かつ、当該機器を用いた通信を利用することが可

能な環境が確保されていること 

(5) 受注者は、専任の監理技術者を配置する場合は、あらかじめ本工事に対応する許可業種に係

る指定建設業監理技術者資格者証（以下、「資格者証」という。）の交付を受け、過去５年以

内に行われた監理技術者講習を受講している者を配置しなければならない。なお、当該配置技

術者は、直接的、かつ恒常的な雇用関係にある者でなければならない。 

(6) 受注者は、監理技術者、主任技術者（下請負を含む）及び元請負の専門技術者（専任してい

る場合のみ）に、工事現場において、工事名、工期、顔写真、所属会社名及び社印の入った名

札を着用させるものとする。 

名札例 

 

 

 

 

 

 

 

 

監理（主任）技術者　　氏 名 ○○ ○○ 

工事名　○○○○○○ 

工　期　自○○年○○月○○日　　　　　　　　　　　　

至○○年○○月○○日　　　　　　　　　　　

会社名　○○○株式会社　　　　印 

　写 真 

 

２cm×３cm
注１）用紙の大きさは、名刺サイズ以上

とする。 

注２）所属会社の社印とする。
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(7) 特定専門工事においては、法令上の要件を満たすことで、元請負人が配置する主任技術者が

下請負人が配置する主任技術者が行うべき職務を併せて行うことができ、この場合において、

当該下請負人は主任技術者の配置を要しない。 

 

11　解体工事における配置技術者 

(1) 解体工事における配置技術者は、次に掲げる区分に応じた資格等を有する者を選任するとと

もに、当該資格等を有することを証する書面を監督職員に提出しなければならない。 

ア 監理技術者 

次のいずれかの資格等を有する者でなければならない。 

・ 1級土木施工管理技士※1 

・ 1級建築施工管理技士※1 

・ 技術士（建設部門又は総合技術監理部門(建設)）※2 

・ 主任技術者としての要件を満たす者のうち、元請として4,500万円以上の解体工事に関

し2年以上の指導監督的な実務経験を有する者 

イ 主任技術者 

次のいずれかの資格等を有する者でなければならない。 

・ 監理技術者の資格のいずれか 

・ 2級土木施工管理技士（土木）※1 

・ 2級建築施工管理技士（建築又は躯体）※1 

・ とび技能士（1級） 

・ とび技能士（2級）合格後、解体工事に関し3年以上の実務経験を有する者 

・ 登録技術試験（種目：解体工事）※3 

・ 大卒（指定学科※4）3年以上、高卒（指定学科※4）5年以上、その他10年以上の実務経験 

・ 土木工事業及び解体工事業に係る建設工事に関し12年以上の実務の経験を有する者のうち、

解体工事業に係る建設工事に関し8年を超える実務の経験を有する者 

・ 建築工事業及び解体工事業に係る建設工事に関し12年以上の実務の経験を有する者のうち、

解体工事業に係る建設工事に関し8年を超える実務の経験を有する者 

・ とび・土工工事業及び解体工事業に係る建設工事に関し12年以上の実務の経験を有する者

のうち、解体工事業に係る建設工事に関し8年を超える実務の経験を有する者 

※1 平成27年度までの合格者に対しては、解体工事業に関する実務経験1年以上又は登録解体工事講習の受講

が必要 

※2 当面の間、解体工事に関する実務経験1年以上又は登録解体工事講習の受講が必要 

※3 平成28年6月1日より登録試験の申請を開始し、登録後順次、官報公告 

※4 解体工事講習の指定学科は、土木工学又は建築学に関する学科 

※5 ※1及び※2に記載の登録解体工事講習は、平成28年6月1日より登録講習の申請を開始し、登録後順次、官

報公告 

 

12　現場代理人の兼任(時限措置) 

(1) 現場代理人の兼任を認める工事 

現場代理人は、請負契約の的確な履行を確保するため、工事現場の運営、取締りのほか、

工事の施工及び契約関係事務に関する一切の事項（請負代金の変更、契約の解除等を除く。）

を処理する受注者の代理人であるが、次の（ア）から（オ）のすべてを満たし、工事現場

における運営、取締り及び権限の行使に支障がないと発注者が認めた場合、工事現場の兼

任を認めるものとする。 
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なお、専任の主任（監理）技術者と現場代理人を兼務する場合において、専任の技術者

配置の特例により他の現場と兼任が認められた工事については、（イ）、（エ）、（オ）

の要件を満たすものとし、兼任できる工事は２件までとする。 

ア　兼任できる工事は３件までとし、それぞれの工事の当初請負代金額が4,500万円（建築

一式工事は9,000万円）未満であること 

　　※　設計変更により、兼任する工事の請負金額が4,500万円（建築一式工事は9,000万

円）以上となり、各々の工事における主任（監理）技術者と現場代理人が異なる場

合においては、受発注者協議のうえ、兼任することができる。 

イ　発注者又は監督職員と常に携帯電話等で連絡をとれること 

ウ　兼任する工事の相互の移動は、おおむね１時間以内であること 

エ　発注者又は監督職員が求めた場合には、工事現場に速やかに向かう等の対応を行うこと 

オ　兼任する現場代理人は、必ず担当工事現場のいずれかに常駐するとともに、１日１回

以上、担当工事現場を巡回し、現場管理等に当たること 

(2) 手続き 

現場代理人の兼任を行う場合には、「兼任（変更）申請書」（別紙１）を提出し、発注

者の承認を得たのち、必要に応じ、「現場代理人等選任（変更）通知書」により、発注者

に通知すること。 

なお、それぞれの工事において、発注者に現場代理人の兼任の承認を得ること。 

(3) 受注者に対する措置請求 

安全管理の不徹底や現場体制の不備に起因する事故等が発生した場合、建設工事請負契

約約款第12条に基づき、受注者に対して必要な措置をとるべきことを請求するものとする。 

 

13　施工体制台帳及び施工体系図の作成等について 

(1) 受注者は、本工事の一部を下請に付する場合は、施工体制台帳及び添付書類を作成し、工事

現場に備え置くとともに、その写しを監督職員に遅滞なく（遅くとも下請工事の着手前までに）

提出すること。また、施工体制台帳の記載事項又は添付書類に変更があったときは、その都度、

当該変更があった年月日を付記して、変更に関する事項について、作成し提出すること。 

(2) 施工体制台帳に添付すべき書類は以下のとおりとする。 

ア　建設工事の契約書等の写し 

(ｱ) 施工体制台帳及び再下請通知書に関する建設工事の請負契約書の写し（契約書若しくは　　　 

注文書・請書及び基本契約書又は基本契約約款） 

(ｲ) 見積時に合意された、工事の種別ごとに経費の内訳が明らかとなる請負代金内訳書（建　　　 

設工事標準下請契約約款第２条参照） 

イ　元請業者が置いた、主任技術者又は監理技術者の資格を有することを証する書面 

（専任の監理技術者の場合は監理技術者資格者証の写しに限る） 

ウ　元請業者が置いた、主任技術者又は監理技術者の雇用を証する書面 

（健康保険証等の写し） 

エ　元請業者が置いた、専門技術者（置いた場合に限る）の資格及び雇用を証する書面 

(3) 受注者は、工事を施工するために、建設工事の一部又は以下のアからエの業務を下請に付す

る場合は、施工体系図を作成し、工事の期間中、工事現場の工事関係者が見やすい場所及び公

衆の見やすい場所に掲示するとともに、その写しを監督職員に遅滞なく（遅くとも下請工事又

は業務の着手前までに）提出すること。また、施工体系図の記載事項に変更があったときは、

その都度、変更に関する事項について、作成し提出すること。 

ア　伐採及び測量・調査等の工事現場で作業を行う業務 

イ　土砂やコンクリート殻等の運搬のみを行う業務 
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ウ　工事現場の警備（交通誘導を含む）を行う業務 

エ　その他監督職員が記載を指示した業務等 

 

14　建設リサイクル法について 

(1) 本工事により発生する特定建設資材廃棄物について、「建設工事に係る資材の再資源化等に

関する法律」（建設リサイクル法）及び「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（廃棄物処理

法）を遵守し適正に処理しなければならない。 

(2) その請け負った建設工事の全部又は一部を他の建設業を営む者に請け負わせようとするとき

は、当該他の建設業を営む者に対し、建設リサイクル法第10条第１項第１号から第５号までに

掲げる事項について、別紙告知書様式で告げなければならない。（下請者への告知） 

(3) 工事着手前に、「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」を監督職員に提出

しなければならない。また、「再生資源利用促進計画書」を工事の期間中、工事現場の公衆の

見やすい場所に掲示するとともに、インターネットの利用により公表するように努めること。 

(4) 「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」に従い特定建設資材廃棄物が適正

に処理されたことを確認し、工事完了時に、「再資源化等報告書」、「再生資源利用実施書」

及び「再生資源利用促進実施書」を監督職員に提出しなければならない。この再資源化に要す

る費用（運搬費を含む処分費）は、正当な理由がある場合を除き再資源化に要する費用は変更

しない。 

(5) 建設副産物実態調査（利用量・搬出先調査） 

ア 年度内に完成する請負金額100万円以上のすべての工事は、「建設副産物実態調査（利用量・

搬出先調査）」の対象であるため、請負者は調査票の作成に協力すること。 

イ 調査票の作成に当たっては、「建設副産物情報交換システム（COBRIS）」又は国土交通省の

ホームページで公開する「建設リサイクル報告様式※」を使用すること。なお、建設副産物

情報交換システム（COBRIS）により調査票を作成・登録した工事については、提出の必要は

ない。 

※ 様式掲載箇所 

国土交通省ホームページ＞ 政策・法令・予算＞ 政策情報・分野別一覧＞  

総合政策＞ 建設リサイクル＞ 建設リサイクル報告様式 

 

15　石綿含有調査 

(1) 受注者は、石綿障害予防規則等の関係法令等に基づき、建築物又は工作物の解体又は改修（封

じ込め又は囲い込みを含む。）の作業（以下「解体等の作業」という。）を行うときは、あら

かじめ当該建築物又は工作物（それぞれ解体等の作業に係る部分に限る。以下「解体等対象建

築物等」という。）について、石綿等の使用の有無を調査しなければならない。 

(2) 前号に規定する調査（以下「事前調査」という。）は、解体等対象建築物等の全ての材料に

ついて、既存の設計図書、石綿含有建材の調査報告書等の書面調査及び現地での目視調査によ

り行うこと。ただし、目視調査において、解体等対象建築物等の構造上目視により確認するこ

とが困難な材料については、目視により確認することが可能となったときに事前調査を行わな

ければならない。 
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(3) 事前調査は、次のいずれかに該当する者に行わせなければならない。 

ア 建築物（建築物石綿含有建材調査者講習登録規程（平成30 年厚生労働省、国土交通省、環

境省告示第１号。以下「登録規程」という。）に規定する一戸建ての住宅及び共同住宅（長

屋を含み、店舗併用住宅は含まれない。）の住戸の内部（住戸の専有部分を指し、内部以外

の部分（ベランダ、廊下等共用部分）は含まれない。）（以下「一戸建て住宅等」という。）

を除く。）の事前調査については、登録規程に規定する一般建築物石綿含有建材調査者、特

定建築物石綿含有建材調査者又はこれらの者と同等以上の能力を有すると認められる者（令

和５年９月30 日以前に日本アスベスト調査診断協会に登録され、事前調査を行う時点におい

ても引き続き同協会に登録されている者） 

イ 一戸建て住宅等の事前調査については、アに掲げる者又は登録規程に規定する一戸建て等石

綿含有建材調査者 

(4) 受注者は、事前調査を行ったにもかかわらず、石綿等の使用の有無が明らかとならなかった

ときは、分析調査を行わなければならない。ただし、当該解体等対象建築物等について石綿等

が使用されているものとみなして労働安全衛生法及びこれに基づく命令に規定する措置を講ず

るときはこの限りでない。 

(5) 受注者は、分析調査に先立ち、前号のただし書きの規定の適用について、監督職員と協議を

行わなければならない。 

(6) 分析調査を行う場合は、定性分析調査（JIS A 1481-1）を行うものとする。 

(7) 分析調査は、次のいずれかに該当する者に行わせなければならない。 

ア 分析調査講習を受講し、修了考査に合格した者 

イ 上記アと同等以上の知識及び技能を有すると認められる次の(ｱ)から(ｴ)に掲げる者 

(ｱ) 公益社団法人日本作業環境測定協会が実施する「石綿分析技術の評価事業」により認定

されるＡランク又はＢランクの認定分析技術者 

(ｲ) 一般社団法人日本環境測定分析協会が実施する「アスベスト偏光顕微鏡実技研修（建材

定性分析エキスパートコース）」の修了者 

(ｳ) 一般社団法人日本環境測定分析協会に登録されている「建材中のアスベスト定性分析技

能試験（技術者対象）合格者」 

(ｴ) 一般社団法人日本環境測定分析協会に登録されている「アスベスト分析法委員会認定

JEMCAインストラクター」 

(8) 受注者は、石綿含有調査結果を取りまとめ、監督職員に提出するとともに、その写しを工事

の現場に備えおくこと。また、関係法令等に基づき、官公署への報告を行うこと。 

 

16　石綿除去工事 

(1) 石綿除去工事の実施にあたっては、労働基準法、労働安全衛生法、大気汚染防止法、建築基

準法、石綿障害予防規則（以下「石綿則」という。）、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、廃

棄物処理及び清掃に関する条例等の関係法令を遵守し、適切に施工すること。 

(2) 工事は、次の関係図書により実施すること。 

ア 「既存建築物の吹付アスベスト粉塵飛散防止処理技術指針・同解説」（日本建築センター） 

イ 「公共建築改修工事標準仕様書（最新版）」、「建築工事監理指針（最新版）」（国土交通省） 

ウ 「建築物等の解体・改修工事等における石綿障害の予防」、「石綿粉じんへのばく露防止マニ

ュアル」（建設業労働災害防止協会） 

エ 「建設・解体工事に伴うアスベスト廃棄物処理に関する技術指針・同解説」（環境省） 

オ 非飛散性アスベスト廃棄物の取扱いに関する技術指針」（有害物質含有等製品廃棄物の適正

処理検討会） 
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カ 「建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル」（厚

生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課、環境省水・大気環境局大気環境課） 

(3) 受注者は、施工にあたり、市が指定する工法について必要な知識・技術及び機器類等を有し

ている者の中から施工実績等を考慮して適切な専門処理業者を選定し、関係資料を監督職員に

提出すること。 

(4) 受注者は、除去工事に係る総合的技術監理を行う工事管理者を選任し、工事管理者は常駐す

ること。 

(5) 工事管理者は、公的機関で実施されたアスベストに関する講習会の受講修了者（石綿作業主

任者、特別管理産業廃棄物管理責任者）とし、受講証明書の写しを監督職員に提出すること。 

(6) 受注者は、石綿則第19条に基づき、石綿作業主任者技能講習終了者又は平成18年3月以前の特

定化学物等作業主任者の有資格者の中から石綿作業主任者を選任し、資格者証の写しを監督職

員に提出するとともに、同規則第20条に規定する職務に従事させること。なお、工事管理者と

石綿作業主任者はこれを兼ねることができるものとする。 

(7) 受注者は、石綿事前調査の結果を踏まえ、アスベストの使用部位・種類・厚さ等を確認（以

下「施工調査等」という。）し、図面及び事前調査結果と現場での相違が見つかった場合は図面

等に記録し監督職員に報告すること。 

(8) 受注者は、法令等に基づき、除去工事に必要な関係機関（労働基準監督署等）との協議と届

出を速やかに行うこと。 

(9) 受注者は、施工調査等に基づき、アスベスト粉塵の飛散防止対策を盛り込んだアスベスト除

去施工計画書を共通仕様書・指針等に基づき作成し、監督職員に提出・承諾を得ること。 

(10) 受注者は、関係法令、関係図書に基づき、施工における安全衛生管理、アスベスト粉塵飛散

防止の措置等を行うこと。 

 

17　事故防止 
(1) 受注者は、工事の施工に際し、公衆の生命身体若しくは財産に関する危害又は迷惑を防止す

るため、必要な措置を講ずること。 

(2) 工事用機械器具の取扱いには熟練者を配置し、常に機能の点検整備を完全に行い、運転に当

たっては操作を誤らないようにすること。 

(3) 工事施工中、万一事故が発生した時は、所要の措置を講ずるとともに、事故発生の原因及び

経過、事故による被害の内容等について、直ちに監督職員に報告すること。 
 

18　提出書類 

(1) 受注者は、契約締結後、速やかに着手届、現場代理人届（経歴書を含む）を監督職員に提出

しなければならない。 

(2) 受注者は、契約締結後、14日以内に「工事工程表」及び「請負代金内訳書」（受注者の様式

で可とする）を監督職員に提出しなければならない。 

(3) 工事着手前に、材料置場、倉庫等の仮設備の計画図を作成し、監督職員に提出して承認を受

けなければならない。 

(4) 受注者は、契約成立後、速やかに次の事項を含む施工計画書を監督職員に提出し、承認を受

けなければならない。 

（Ⅰ）工程計画　（Ⅱ）設備計画　（Ⅲ）配置計画　（Ⅳ）現場組織計画　（Ⅴ）労務計画 

（Ⅵ）資材計画　（Ⅶ）安全計画　（Ⅷ）その他 
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(5) 受注者は、契約後、速やかに本書及び図面に基づき詳細な実施設計図書を提出し、監督職員

の承認を得た後、製作施工に着手すること。 

（Ⅰ）承認図　　（Ⅱ）施工図　（Ⅲ）仕様決定計算書、検討書、本体及び基礎構造計算書に

かかる耐震対策及び技術説明資料他　（Ⅳ）その他(監督職員が特に必要として指示するもの) 

(6) 受注者は、監督職員の指示により自社様式により、日誌、日報、月報その他の書類を遅滞な

く提出しなければならない。 

（Ⅰ）全体工程表　（Ⅱ）月間工程表（月一度の月間工程会議に工事実績と予定を提出する） 

（Ⅲ）工事月報（月一度の月間工程会議に工事実績と進捗状況写真を提出する） 

（Ⅳ）週間工程表（週一度の週間工程会議に工事実績と予定を提出する） 

（Ⅴ）工事日誌　（Ⅵ）使用材料及び機材報告（Ⅶ）工種別作業内容、進捗状況、出来高等 

（Ⅷ）その他監督職員が必要とするもの 

(7) 受注者は使用材料中、材料試験、性能試験を要するものは、受注者の負担にて公的機関、指

定工場で試験を行い、報告承認及び使用資機材等は製品製造証明書、各種試験成績書を提出す

ること。 

(8) 受注者は、着工前写真、工程写真、完成写真等を適時撮影し、また、監督重点事項について

は立会いを受け、同時に検査状況写真を適時撮影し、これをまとめて監督職員に提出しなけれ

ばならない。 

(9) 工事竣工図書の作成に当たり、受注者は、工事完了後、本市の指示する形式により竣工図を

作成し、次の図書を提出しなければならない。 

（Ⅰ）竣工図黒製本（Ａ１二つ折り） ２部 

（Ⅱ）同上縮小版黒製本（Ａ３二つ折り） ２部 

（Ⅲ）竣工図CAD データ（CD-R又はDVD-R） １式 

(10) 受注者は、関連する下記事項のものにつき、これを１冊にまとめて製本した完成図書を１部

提出すること。 

（Ⅰ）承認決定図　　（Ⅱ）施工図（完成図書）　　（Ⅲ）各種機器取扱説明図書 

（Ⅳ）各種機器及び配管材料試験成績表　　　　　（Ⅴ）電子データ１式（ＣＤ－Ｒ） 

（Ⅵ）その他、機器仕様に関する情報について、分類別に取りまとめ、電子情報化して報告す

ること。 

(11) 受注者は上記と同様、関連する下記事項のものにつき、官庁提出書類等の写しを提出するこ

と。 

（Ⅰ）各種手続及び許認可等の書類の写し　　（Ⅱ）その他監督職員の指示するもの 

 

19　電子納品 

(1) 本工事は、電子納品の対象となるので、電子納品を実施については、「曽於市電子納品運用

ガイドライン」（以下、「市ガイドライン」という。）に基づき、以下により行うものとする。 

ア 契約後、工事・業務の初回打合せ時に受発注者間で電子納品に関する事前協議を実施するこ

と。事前協議では、案件毎に電子納品レベル（以下、「納品レベル」という。）や納品時や

業務途中でやり取りするデータ形式などを決定する。電子納品の事前協議は、「曽於市電子

納品事前協議チェックシート」（以下、「事前協議チェックシート」という。）を利用する

ものとし、受注者は、電子納品内容を記入した「事前協議チェックシート」を打合せ記録簿

により提出し、受発注者双方で確認のうえ、内容を決定すること。 

なお、電子納品レベルや事前協議内容を変更する場合は、再度協議を行うものとする。 

イ 成果品は、市ガイドラインに基づいて作成した電子データを電子媒体（CD-R又はDVD-R）で

２部提出する。市ガイドラインで特に記載の無い項目については、監督職員と協議のうえ決

定すること。 
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ウ 成果品は、任意の電子納品チェックシステムによるチェックを行い、エラーが無いことを確

認した後、ウイルス対策を実施すること。 
(2) 本工事においては、受発注者のコミュニケーション円滑化、工事書類の処理の迅速化、監督

検査業務の効率化、同一現場複数工事間の情報共有を図るため、「曽於市建設工事等情報共有

システム活用要領」に基づき、情報共有システムを利用すること。 

(3) 本工事は、段階確認・材料確認又は立会い（以下「段階確認等」という。）を、作業員が装

着するウェアブルカメラやネットワークカメラを利用して工事監理者が確認する「遠隔臨場」

の試行対象工事とする。「遠隔臨場」の対象となる段階確認等の項目については、契約後、発

注者、受注者、工事監理者の三者による協議のうえ決定するものとする。なお、システムに係

る費用は受注者負担とする。また、「遠隔臨場」により、現地における段階確認等を妨げるも

のではない。 

 

20　その他 

(1) 本工事の施工にあたっては建設業法、その他関係法令、規則、条例等を遵守し、有資格者を

必要とする工事については、必ず有資格者の施工によるものとすること。 

(2) 本工事の下請業者（再下請以降を含む。）は、本工事受注者（元請）と常に連絡を密に保ち、

工事を進行させること。 

(3) 本工事の受注者は、本工事受注者を中心とし、常に連絡を密に保ち、別途工事業者との協力

のうえ工事を進行させること。 

(4) 材料納期を長期間必要とする材料、機器等は、早期に監督職員の承認を受け、工事工程に支

障のないようにすること。細部については設計図書、建設工事請負契約書による。 

(5) 産業廃棄物の処分には、関係法令に基づき適切に処分すること。 

(6) 本工事において騒音規制法及び県公害防止条例に規定する特定建設作業を実施する時は、所

定の手続を遅滞なく行い、周辺の状況等を十分配慮して作業すること。 

 



 

別紙１ 

令和　年　月　日 
契約担当者　曽於市長　　　　　　　宛て 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　請負者 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　印 
 

現場代理人の兼任（変更）申請書 

　下記工事について、現場代理人を兼任したいので（変更）申請します。 
　なお、両工事の施工に当たっては、関係法令等を遵守し、安全管理及び工程管理に留意します。　　 

記 

※添付書類：兼任する他の工事の当初契約書（写し）（※契約前の工事については後日提出） 
※兼任する他の工事について、兼任の承認を受けていることがわかる書類の写しを後日提出すること

 

 
①兼任する工事 
（申請工事）

主 任 技 術 者

 現 場 代 理 人

 工 事 名

 工 事 場 所

 工 期 令和　年　月　日 から 令和　年　月　日 まで

 請負金額(税込み)

 現場代理人不在の
間の緊急連絡先

氏　名

 連絡先

 

 
②兼任する他の工事

主 任 技 術 者

 現 場 代 理 人

 工 事 名

 工 事 場 所

 工 期 令和　年　月　日 から 令和　年　月　日 まで

 請負金額(税込み)

 発 注 機 関 名

 監 督 員 氏 名

 発注機関の連絡先

 

 
③兼任する他の工事

主 任 技 術 者

 現 場 代 理 人

 工 事 名

 工 事 場 所

 工 期 令和　年　月　日 から 令和　年　月　日 まで

 請負金額(税込み)

 発 注 機 関 名

 監 督 員 氏 名

 発注機関の連絡先

 
工事現場の相互の距離・移動時間

①－② 　　　　ｋｍ　　　　　分

 ①－③ 　　　　ｋｍ　　　　　分
 ②－③ 　　　　ｋｍ　　　　　分



 

※１：建設業法施行規則(昭和24年建設省令第14号)第17条の２第１項第５号又は第17条の５第１項第５号の該当する号等、他同じ

(様式１)

人員の配置を示す計画書

年　　　　月　　　　日

対象期間   令和 　　　年　　　月　　　日　　～　　令和 　　　年　　　月　　　日

建設業者
名称（イ※1）

所在地（イ）

主任技術者又
は監理技術者
（営業所技術者
又は特定営業所
技術者）

氏名（ロ）

所属営業所名（ロ） ※17条の５の場合のみ記載

一日平均の
法定外労働時間（ハ）

見込み時間 実績時間

工事名称（二(1)）

工事現場所在地（二(1)）

契約締結営業所（二(1)）

名称
※17条の５の場合のみ記載
※上記営業所と同じ必要である必要

所在地

建設工事の内容（二(2)） ※法別表第１上段のどれか

請負代金の額（二(3)）
※１億円未満（建築一式工事の場合は
２億円未満）である必要

移動時間（二(4)）
※1日で巡回可能かつ概ね2時間以内
である必要

下請次数（二(5)） ※３次以内である必要

工事現場の施工体制の
確認方法（二(7)）

情報通信機器（二(８)）

氏名

所属会社

工事名称 期間

　年　　月 ～ 　年　　月

　年　　月 ～ 　年　　月

合計　　 年　　　月

工事名称（二(1)）

所在地（二(1)）

建設工事の内容（二(2)） ※法別表第１上段のどれか

請負代金の額（二(3)）
※１億円未満（建築一式工事の場合は
２億円未満）である必要

移動時間（二(4)）
※1日で巡回可能かつ概ね2時間以内
である必要

下請次数（二(5)） ※３次以内である必要

工事現場の施工体制の
確認方法（二(7)）

情報通信機器（二(８)）

氏名

所属会社

工事名称 期間

　年　　月 ～ 　年　　月

　年　　月 ～ 　年　　月

合計　　 年　　　月

建設工事１

連絡員（二(6)）
実務の経験

※土木一式工事又
は建築一式工事の
場合に記載
※実務の経験は１年
以上である必要

建設工事２

連絡員（二(6)）
実務の経験

※土木一式工事又
は建築一式工事の
場合に記載
※実務の経験は１年
以上である必要



 

 

□

□ ⑴

□ ⑵

□ ⑶

□ ⑷

□ ⑸

□ ⑹

□ ⑺

□ ⑻

□ ⑼

□ ⑽

□

□

□

）km

（様式２)1/2

監理技術者の兼務を予定している場合の確認事項

住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

１　確認事項
　　建設業法第26条第３項第２号の適用を受ける監理技術者の配置を予定している場合は、

　次の表の□にレ又は■を記入の上、一般競争入札においては入札参加資格確認申請書及

　び入札参加資格確認資料の提出期限までに、指名競争入札においては落札決定後に、本

　様式を提出すること。なお、工事途中に当該規定の適用を受ける監理技術者を配置する

　場合においても、本様式を提出するものとする。

建設業法第26条第３項第２号の適用を受ける監理技術者の配置を予定している。

　低入札価格調査の対象工事でない。（明らかな場合にのみチェック）

　建設工事共同企業体により入札に参加又は工事を施工している者でないこと。

　建設業法第26条第３項第２号による監理技術者の職務を補佐する者（以下、「監理
技術者補佐」という。）を専任で配置すること。

　監理技術者補佐は、一級施工管理技士補（主任技術者の有資格者に限る。）又は一
級施工管理技士等の国家資格者、学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者
であること。なお、監理技術者補佐の建設業法第２７条の規定に基づく技術検定種目
は、監理技術者に求める技術検定種目と同じであること。　

　監理技術者補佐は入札参加者（受注者）と直接的かつ恒常的（３か月以上）な雇用
関係にあること。

　同一の監理技術者が配置できる工事は、本工事を含め同時に２件までであること。

　監理技術者が兼務しようとるする２件の工事が、曽於市内又は工事現場の相互間隔
が概ね10km以内であること。

　監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な工程の立
会等の職務を適正に遂行すること。

　監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。

　監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること。

上記項目を全て満たしている。

【監理技術者が兼務できる地域】

上表⑺について、該当する□にレ又は■を記入し、必要事項を記載すること。

　曽於市内の工事である。

　工事現場の相互間隔が概ね10km以内である。

工事現場の相互間隔 約   (



 

⑴

⑵

⑶

⑷

⑸

⑹

⑺

⑻

（様式２)2/2

２　提出書類

　　本様式を提出する際は、１の確認事項を証する書類を提出しなければならない。
　　各確認項目に対応する提出書類の例を次のとおり示す。

　建設業法第２６条第３項第２号による監理技術者の職務を補佐する者を専任で配置すること。

（提出書類例）

監理技術者補佐の資格を証する書類（一級施工管理技士等の国家資格者などの合格証など）

　監理技術者補佐は、一級施工管理技士補（主任技術者の有資格者に限る）又は一級施工管理技
士等の国家資格者、学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者であること。なお、監理
技術者補佐の建設業法第２７条の規定に基づく技術検定種目は、監理技術者に求める技術検定種
目と同じであること。　

（提出書類例）

監理技術者補佐の資格を証する書類（一級施工管理技士等の国家資格者などの合格証明書など）

　監理技術者補佐は入札参加者と直接的かつ恒常的（３か月以上）な雇用関係にあること。

（提出書類例）

健康保険・厚生年金保険資格取得確認および標準報酬決定通知書等の写しなど、監理技術者補佐
の直接的かつ恒常的な雇用関係を証明できる書類

　同一の監理技術者が配置できる工事は、本工事を含め同時に２件までである。

（提出書類例）

・監理技術者が兼務する工事のＣＯＲＩＮＳの写し等

　監理技術者が兼務しようとるする２件の工事が、同一の地域振興局若しくは支庁管内に属す
る、又は工事現場の相互間隔が概ね10km以内であること。

（提出書類例）

・同一発注機関管内に工事現場がない場合は、工事相互間隔を示す位置図（必須）
・監理技術者が兼務する工事のＣＯＲＩＮＳの写し等

　監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な工程の立会等の職務
を適正に遂行すること。

（提出書類例）

現場巡回計画、工程立会計画など

　監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。

（提出書類例）

　連絡体制図など、監理技術者と監理技術者補佐との連絡体制が明らかになる書類（参考様式参
照）

　監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにできる。

（提出書類例）

監理技術者補佐が担う業務を記載した書類（参考様式参照）

住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名



 

連絡体制

業務分担表

（参考様式）

商号又は名称

工事名称

監理技術者

氏 名

連 絡 先

兼 務 す る 工 事 名 称

兼務する工事の所在地

監理技術者補佐

氏 名

連 絡 先

業務（※） 監理技術者 監理技術者補佐

【参考】 □□□□□（具体的な業務名称） ○ ○

工事全体の施工計画書作成

下請の作成した施工要領書の確認

設計変更等に応じた施工計画書の修正

工事全体の進捗確認

下請間の工程調整

朝礼

工程会議

巡回

下請からの施工報告の確認

立合

検査

技術者の配置等、法令遵守や職務遂行の確認

現場作業に係る実地の総括的技術的指導

発注者等との協議・調整

下請からの協議事項に関する判断

受注した工事のコスト管理

周辺との調整

連絡体制及び業務分担

施工計画

品質管理

技術的指導

その他

※　「業務」欄は、通常監理技術者が行う業務について、実態に合わせて加除修正等の必要な変更をしたもの
を記載し、当該業務に関して監理技術者が担うもの、監理技術者補佐が担うもの、双方が担うものを明確にして
ください。

工程管理


